



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































㈶酒田市美術館 102,000千円 102,000千円 100.0％ 酒田市美術館の管理運営































































































平成21年度 125,590（7.6％増）千円 48千円 96,550千円 76.9％ 5,866千円
平成20年度 116,732（9.3％減）千円 △823千円 95,230千円 81.5％ 5,817千円
平成19年度 128,588（0.8％増）千円 4,102千円 95,230千円 74.0％ 6,641千円
㈶土門拳
記念館
平成21年度 97,033（11.6％増）千円 276千円 46,250千円 47.7％ 8,023千円
平成20年度 86,958（6.0％増）千円 3,872千円 41,661千円 47.9％ 7,746千円
平成19年度 77,984（15.0％減）千円 △166千円 40,118千円 51.4％ 3,874千円
㈶酒田市
体育協会

















































































































































































































平成19年度 40,949千円 185千円 38,260千円 93.4％ 4,727千円
㈶鶴岡市開
発公社
平成21年度 688,656千円（6.4％減） 87,986千円 132,341千円 19.2％ 335,710千円
平成20年度 735,566千円（17.0％増） 41,506千円 162,992千円 22.2％ 247,723千円




平成21年度 32,232千円（9.8％減） 1,297千円 26,264千円 81.4％ 3,018千円
平成20年度 35,752千円（6.8％増） 1,720千円 28,349千円 79.3％ 1,720千円




平成21年度 21,726千円（3.9％増） △1,121千円 19,647千円 90.4％ 4,404千円
平成20年度 20,914千円（2.5％減） 267千円 19,276千円 92.2％ 5,859千円
平成19年度 21,441千円 6千円 19,933千円 92.9％ 5,196千円
㈳荘内文化
財保存会
平成21年度 1,294千円 △66千円 0千円 0％ 269千円
平成20年度 1,244千円（1.6％減） △127千円 0千円 0％ 336千円
平成19年度 1,265千円 △3千円 41千円 3.2％ 463千円
㈳月山畜産
振興公社
平成21年度 38,851千円（18.7％増） 4千円 10,282千円 26.5％ 4,516千円
平成20年度 32,732千円（2.7％増） 2,187千円 5,193千円 15.9％ 4,512千円



















































































































































鳥海やわた観光㈱ 45,000千円 22,600千円 50.2％ 温泉施設・ゆりんこ、鳥海山荘等の経営・ヨーグルト製造
ひらた悠々の杜㈱ 35,000千円 20,000千円 57.1％ 温泉施設・アイアイひらたの運営
㈱飯森山温泉酒田 30,000千円 900千円 30.0％ かんぽの郷酒田の運営　※１
酒田まちづくり開




グリーン 56,150千円 23,000千円 40.9％
最上川カントリークラブ（ゴ
ルフ場）の経営
㈲鳥海高原牧場 6,000千円 6,000千円 100.0％ 鳥海高原牧場の資産管理


























平成21年度 533,817千円（31.3％増） 10,676千円 管理業務受託料56,608千円 10.6％ 4,825千円
平成20年度 406,461千円（2.5％増） △2,538千円 管理業務受託料50,566千円 12.4％ △5,851千円
平成19年度 396,524千円（11.9％増） △3,512千円 管理業務受託料49,820千円 12.5％ △3,313千円
ひらた悠々
の杜㈱
平成21年度 119,720千円（4.0％減） △3,691千円 管理業務受託料9,277千円 7.7％ △3,433千円
平成20年度 124,345千円（1.0％増） △1,125千円 管理業務受託料9,804千円 7.9％ △1,052千円
平成19年度 123,553千円（23.7％増） 2,717千円 管理業務受託料10,213千円 8.3％ 1,199千円
㈱飯森山温泉酒田
※平成20年度解散
平成21年度 － － － － －
平成20年度 － － － － －
平成19年度 390,514千円（80.2％増） 6,333千円 0円 0％ 47,600千円
酒田まちづ
くり開発㈱
平成21年度 12,885千円（6.7％増） 87千円 0円 0％ △1,257千円
平成20年度 7,152千円（25.5％減） △857千円 0円 0％ △1,344千円
平成19年度 9,595千円（21.6％減） 162千円 0円 0％ △487千円
㈱最上川クリー
ングリーン
平成21年度 75,626（6.3％減） 3,144千円 0円 0％ －
平成20年度 80,722（1.1％減） △3,547千円 0円 0％ －
平成19年度 81,559（1.9％減） △2,213千円 0円 0％ 13,089千円
㈲鳥海高原
牧場
平成21年度 皆減 54千円 0円 0％ 7,708千円
平成20年度 94,325（16.0％増） 3,859千円 管理受託料6,000千円 6.4％ 1,772千円
平成19年度 80,906（3.0％減） △3,153千円 管理受託料5,714千円 7.1％ △2,500千円
酒田駐車ビ
ル㈱
平成21年度 88,421（4.9％減） 80,771千円 0円 0％ △5,979千円
平成20年度 92,994（2.7％減） 7,330千円 0円 0％ △12,250千円

































































































































































ンド 30,000千円 15,000千円 50.0％ 赤川河川敷ゴルフ場の運営
ふじの里振興㈱ 20,000千円 15,000千円 75.0％ 温泉施設ぽっぽの湯の運営、スクールバスの運営
㈱ゆぽか 20,000千円 15,000千円 75.0％ 温泉施設ゆぽかの運営
㈱くしびきふるさ





村 50,000千円 34,900千円 69.8％
道の駅、アマゾン自然館、そ
ば処大梵字などの運営




























平成21年度 30,386千円（4.7％減） △4,163千円 0円 0％
平成20年度 31,887千円（9.5％減） △6,984千円 0円 0％ △11,781千円
平成19年度 35,252千円（17.0％減） △5,986千円 0円 0％ △4,797千円
ふじの里振
興㈱
平成21年度 145,570千円（0.9％減） 1,560千円 管理業務受託料1,386千円 0.9％ 3,386千円
平成20年度 146,901千円（2.3％減） △1,772千円 管理業務受託料1,310千円 0.9％ 1,825千円
平成19年度 150,295千円（2.7％減） 246千円 管理業務受託料450千円 0.3％ 3,598千円
㈱ゆぽか
平成21年度 177,586千円（6.1％減） △4,120千円 0円 0％ 15,987千円
平成20年度 189,141千円（1.3％増） 841千円 0円 0％ 20,107千円
















平成21年度 142,385千円（14.3％減） △3,240千円 管理業務受託料22,334千円 △13,854千円
平成20年度 166,101千円（19.9％減）△16,790千円 管理業務受託料22,840千円 13.8％ △10,613千円
平成19年度 207,373千円（5.7％減） 3,793千円 管理業務受託料73,720千円 35.5％ 6,176千円
㈱月山あさ
ひ博物村
平成21年度 74,821千円（1.4％増） 3,374千円 管理業務受託料27,500千円 △4,711千円
平成20年度 73,781千円（0.7％減） 2,760千円 管理業務受託料28,500千円 38.6％ △8,272千円
平成19年度 74,243千円（0.2％減） 2,175千円 － － △11,033千円
㈱クアポリ
ス温海
平成21年度 223,809千円（10.0％増） 6,064千円 管理業務受託料15,131千円 6.8％ 45,786千円
平成20年度 203,429千円（4.3％減） 5,340千円 管理業務受託料15,668千円 7.7％ 39,721千円
平成19年度 212,660千円（4.5%増） 6,713千円 管理業務受託料20,412千円 9.6％ 34,227千円
㈱鶴岡地区ク
リーン公社












平成21年度 56,085千円（23.1％減） 4,813千円 管理業務受託料19,181千円 34.2％ 7,299千円
平成20年度 72,939千円（25.5％減） 5,316千円 管理業務受託料7,691千円 10.5％ 2,486千円
平成19年度 97,981千円（0.8％増）△11,474千円 管理業務受託料10,582千円 10.8％ △11,474千円
出所：「コミュニティしんぶん」（平成20年８月15日号３面、平成21年８月28日号２面および
平成22年９月24日号２面）より作成
※１）㈱鶴岡地区クリーン公社における１年間の事業収入額127,820千円は、ごみ処理等公
社の独自事業による収入である。鶴岡市からの管理業務受託料134,211千円は含まれ
てはいない。したがって、鶴岡市からの管理業務受託料を含めた全事業費は262,031
千円となる。収入に占める受託料・補助金の割合（％）（管理業務受託料134,211千円
／全事業費262,031千円）は51.2％となる。
※２）㈱鶴岡地区クリーン公社における１年間の事業収入額126,729千円は、ごみ処理等公
社の独自事業による収入である。鶴岡市からの管理業務受託料133,065千円は含まれ
てはいない。したがって、鶴岡市からの管理業務受託料を含めた全事業費は259,794
千円となる。収入に占める受託料・補助金の割合（％）（管理業務受託料133,065千円
／全事業費259,794千円）は51.2％となる。
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（１）㈱赤川スポーツランド
　㈱赤川スポーツランドは、単年度の赤字を計上し、入場者数は過去最低で
あった前年度をさらに420人下回る9,287人の結果となったが、入場者数が減少
した要因については、最上地域のゴルフ場との価格競争や、景気の悪化が響い
たことによる。そのため、平成21年４月からは土日曜日の500円割引券の配布や、
初心者ゴルフ教室の開催、親子利用で子供料金無料などの新サービスを導入し
て利用者の増加を図る対策が行われている（同紙、平成21年８月21日号、２面）
といわれる。
　ちなみに、赤川スポーツランドの平成21年度の事業概況をみると、単年度赤
字を計上した。新たに市の公園管理業務を受託し、人件費の削減と資材費の見
直しを進め、赤字額を前年度から282万円圧縮したが、利用者の減少による売
上の低下が響き、さらに累積赤字額は膨らんだ。利用者は前年度比201人減の
9,086人である。近年は採算ラインと見込む１万１千人を下回る状況が続いて
いる。特に若年層の客離れが顕著となっている。客離れの対策として、同社で
はジュニア育成教室を開催するなどに加え、市へ働きかけて平成22年度鶴岡市
民総合体育大会にゴルフ競技を組み込むなど、ゴルフ人口の拡大を図っている。
一方では、芝生養生の技術を活用して公園管理業務の受注拡大を狙うなど収入
増加対策を図っている（同紙、平成22年９月17日号３面）。
（２）ふじの里振興㈱
　ふじの里振興など鶴岡市の温泉施設各社は、入浴客数は大幅に減少する一方
で、入浴料金の値上げとガソリン代の高騰による燃料費の高騰により経費を押
し上げたこと、また平成20年末に民間の日帰り温泉施設が開業したことなどの
要因が重なった結果、厳しい決算となった。
　ふじの里振興㈱は、入浴客数は前年度比6.2％減の25万２千人であった。
　同社では、平成20年７月の時点で、「このままでは通期２千万円の赤字にな
る」と試算されたことを受けて、その対策として秋以降に宴会プランを企画し
たところ、予想外に好評となり、収益向上に寄与した効果は大きい。一方、秋
にNHKで紹介されたことをきっかけに下半期は売り上げを伸ばした。この結
果、赤字額は当初予想された10分の１に圧縮することができた（同紙、平成21
年８月21日号、２面）ことは経営努力の結果であると評価できる。
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　ちなみに、ふじの里振興の平成21年度の事業概況をみると、入浴客数は前年
度比6.4％減の236千人であったものの、売上はほぼ横ばいで、単年度収支は二
期ぶりに黒字に転換した。バスを使って最上川舟下りやプロ野球イースタン
リーグ観戦、ぶどう狩りなど、毎週のように付加価値の高いイベントを開催し
てきた。食堂部門では週末限定で朝食を提供したり、宴会営業は地域の消防団
や町内会などを対象に積極的な集客対策を行なうなどにより、前年度より売上
額を３割増やした。一方、経費縮減対策として、消耗品の購入などでは業者と
価格交渉を進めるなど、費用の削減に努めた。燃料費が前年度に比べ大幅に減っ
たほか、こまめな節電などにより電気料金なども削減した。販売費及び一般管
理費と売上原価を合わせた営業費用は、前年度比422万円、2.8％減らした（同紙、
平成22年９月17日号２－３面）。
（３）㈱ゆぽか
　㈱ゆぽかは、入浴客数は前年度比6.6％減の31万１千人であったものの、利
用料金の値上げにより客単価がアップしたことによる効果、また同施設は、源
泉の温度が高く、加温が不要のため、燃料費高騰の影響はあまり受けなかった
ことも幸いして、逆に、売上高は前年度比1.3％の増加となった。
　ただし、食材などの仕入れ価格は上昇するなど経費の増加傾向にあることか
ら、黒字を維持するため、修繕の先送りや、社員の残業時間の短縮など経費節
縮減に努めたこと、加えて前二社との連携により、仕入れ価格をこまめに交渉
し圧縮するなどの経費節縮減効果も相まって黒字を維持できた（同紙、平成21
年８月21日号、２面）ことは評価できる。
　ちなみに、ゆぽかの平成21年度の事業概況をみると、入浴客数は前年度比
10.7％減の277千人である。単年度収支は開業以来初の赤字を計上した。宴会
や飲食、サービス部門の売上高も同4.6％減で、全体的に振るわなかった。温
泉部門は、湯治プランの料金引下げや閑散期の利用促進を図るセット券などの
販売により入浴客の確保に務めた。一方、単位時間当たりの電気使用量を抑え
るなど、経費に占める割合の高い水道光熱費を前年度比225万円、11.6％削減、
退職者の不補充や賞与の減額で人件費を同178万円、2.7％削減するなど、経費
全体で同669万円、5.0％減らした。同社は市からの受託料がゼロで、逆に年間
2,057万円の施設使用料を市に納付している。この納付額は、平成24年度以降
50
は順次減額され、最終的には950万円程度になるといわれる（同紙、平成22年
９月17日号２面）。
（４）㈱くしびきふるさと振興公社
　㈱くしびきふるさと振興公社は、入浴客数は前年度比12.2％減の19万５千人
であった。
　燃料費の高騰により燃料費が前年度比700万円、50％増加したことが赤字の
最大の要因となったこと、また飲食部門では企業訪問を実施して宴会利用など
の促進を進めたが成果は芳しくなかった。
　平成21年度も利用者の回復が見込めないことから、夏冬の賞与はカットする
（同紙、平成21年８月21日号、２面）といわれるが、今後とも種々の対策を講
ずる必要があるといえよう。
　ちなみに、くしびきふるさと振興公社の平成21年度の事業概況をみると、入
浴客数は前年度比9.3％減の177千人で収支は二期連続の赤字で、累積赤字は拡
大した。温泉部門については、鶴岡市の三社は、前年度に続き入浴客数を大幅
に減らしたが、これは同市小真木原に民間施設が開業し、年間を通して競合す
ることになった結果がもろに現れたといえる。庄内農業共済組合が会員向け無
料招待券を廃止したことも響いている。また常連客の高齢化に伴う入浴頻度の
低下などの影響も受けたことに加えて、若い家族連れの来館も減っている。食
堂売店部門は、宴会や法事などの利用を増やしたほか、飲み放題プランなどの
導入で、売上は前年度に比べ４割ほど増えた。産直コーナーも貢献している。
一方、人件費や燃料費、消耗品費など経費の節減に努め、販売費及び一般管理
費と売上原価を合わせた営業費用は前年度比3,745万円、20.4％減少した（同紙、
平成22年９月17日号２面）。
（５）㈱月山あさひ博物村
　㈱月山あさひ博物村は、アマゾン自然館やそば処大梵字を運営している。平
成20年度決算では、売上高は前年度に比べて若干減少しているものの、270万
円の黒字を計上するとともに、累積赤字も820万円に減少している。
　同社は、鶴岡市からの委託料を除く、飲食収入や入場料収入など、同社の自
前の収入は4,500万円あるが、このうち大梵字の売上額は50％超の約2,400万円
と好調である。アマゾン自然館は平成17年度以降、２万人台で横ばいのまま推
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移しているものの、大梵字の好調が累積赤字の減少に大きく貢献している構造
となっている。
　ちなみに、大梵字では、朝日地区産のそば粉や地物野菜などを使った安心
安全なメニューを提供するなどの工夫により、観光利用者が80％を占めるなど、
体験型ツアーや教育研修の利用が伸びている（同紙、平成21年８月21日号、２
面）ことが特徴といえる。
　ちなみに、月山あさひ博物村の平成21年度の事業概況をみると、平成21年
５月からの高速道路ETC休日割引や９月のシルバーウイークの効果で県外客
が増え売上が伸びた。アマゾン自然館の入館料やそば処大梵字などの売上は
37,623千円で、このうち大梵字のそばの売上が51.9％の19,522千円を占め、前
年度を226万円上回った。こうしたことから同社では、地元の食材を飲食して
もらい、さらに売上増を図ろうと、月山ワイン貯蔵庫の案内と試飲のコースを
作り、観光客にPRしていく。また国道112号沿いの他飲食店との連携も図りた
い意向である。一方、鶴岡市からの施設管理等に関わる受託料は、2,750万円
と他の出資法人を大きく上回っている。他の出資法人から批判もあるというが、
受託料が２千万円を切ると経営は厳しいのが実情である（同紙、平成22年９月
17日号３面）。
（６）㈱クアポリス温海
　㈱クアポリス温海は、早田の道の駅「しゃりん」などを運営している。同社
の売上高のほとんどは、「しゃりん」の物産販売によるもので、平成20年度決
算では前年度に比較して減収減益となったものの、一定の黒字は確保している。
同社では、「売上が減少しても黒字が維持できる体質になっている」といわれ
ている。
　平成20年は、ガソリン急騰の影響をもろに受けて、年間を通じて来客数が減
少し、繁忙期でも駐車場が全部埋まらない日が目立ったが、東京・江戸川区で
の出店交流や、地元利用者に好評な旬菜市など、イベントによる売り上げが好
調であったことから、物品販売の不振をある程度補うことができた（同紙、平
成21年８月21日号、２面）ことは評価できる。
　ちなみに、クアポリス温海の平成21年度の事業概況をみると、増収増益で、
累積収支も積み上がった。21年度は高速道路の休日割引、映画「おくりびと」、
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大河ドラマ「天地人」などの効果が重なり、週末を中心ににぎわった。ガソ
リン価格も落ち着き、普段は見かけない北陸、関西、中国方面など、県外の遠
方ナンバーの車も目立った。特に９月のシルバーウイークは５月のゴールデン
ウイーク並みの忙しさで、売上は前年同月比1.6倍、700万円の増加を記録した。
これは21年度の増加額の三分の一にあたる（同紙、平成22年９月17日号３面）。
（７）㈱鶴岡地区クリーン公社
　㈱鶴岡地区クリーン公社は、リサイクルプラザの管理業務受託を行っている
法人で、平成20年度決算では127,820千円で前年度比0.9％増となっている。
（８）㈱湯殿山観光開発公社
　㈱湯殿山観光開発公社は、湯殿山スキー場を運営している。平成20年度の売
上高は減少しているが、大幅なリストラを断行した結果、前年度の単年度赤字
から単年度の黒字に転換した。
　平成20年度は、国道112号線沿いにあった店舗「食堂ヒュッテ六十里」を閉
鎖して正規職員全員を解雇したこと、夏のキャンプ場は臨時雇用により、また
冬場は季節雇用により対応するなどにより経費の大幅な削減を図ったことが、
黒字化の大きな要因である。
　鶴岡市朝日庁舎商工観光課によると、平成20年度のスキー場利用者は41,800
人で、前年度より11.8％増加したが、スキー場の売上げに直結するリフト利用
者は382,000人と同3.3％減少している。湯殿山スキー場は、庄内地域では最大
な規模ではあるものの、そもそもスキー場利用を経営の柱にするだけで黒字化
できるのかどうか、利用者の減少に応じてさらにリフトを削減するなど、第二
弾の改革をしなければならないのかなど、黒字を維持するためにはどのような
対策を講ずる必要があるのかなど、経営の正念場を迎えている（同紙、平成21
年８月21日号、２面）と指摘されている。
　ちなみに、湯殿山観光開発公社の平成21年度の事業概況をみると、売上高か
ら売上原価と販売費一般管理費を除くと、3,109千円の営業損失となった。と
ころが、冬季従業員22人のうち半分の12人を、鶴岡市の緊急雇用創出事業を受
託して雇用した形に切り替えたことにより、鶴岡市からの受託料が前期比約
1,200万円増の19,181千円と大幅に増えたことにより、単年度決算は黒字となっ
た。この緊急雇用創出制度の適用は21年度から23年度まで三カ年間続けられる
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予定である。人件費の半分に当たる1,200万円を受託料として得ることにより、
これまで売上から捻出していた1,200万円の余剰分により圧雪車やリフトなど
の設備更新を進める。また、毎年借り入れて返済を繰り返す、いわば運転資
金といえる短期借入金残高が鶴岡市から３千万円、庄内たがわ農協から11百万
円の計4,100万円ある。この庄内たがわ農協からの短期借入金を無くすことも、
経営上の目標となっている。７月からリフト券の早割り販売を始めるなど、ス
キー客の囲い込みを図っているほか、夏季の現金収入を増やそうとしているも
のの、根本的な改善には至っていない。鶴岡市内にいくつかある市営のスキー
場との連携、他の出資法人と経営統合するなどにより年間を通して安定した経
営基盤の確立を図るなど、抜本的な見直しも必要であると指摘されている（同
紙、平成22年９月17日号３面）。
９　酒田市および鶴岡市が出捐した公益法人における新制度
への今後の対応・課題
（１）平成21年度決算に基づく「コミュニティしんぶん」の指摘
　平成20年から22年の近年の３年間、８～９月の時期に、地元酒田市および鶴
岡市が出資・出捐した法人である第３セクターについて、経営状況などを取材
した結果が、「コミュニティしんぶん」に掲載されている。平成21年度の決算
数値に基づく概況が、平成22年９月17日号１－３面および平成22年９月24日号
２－３面に、また平成22年８月20日号１－３面には酒田市および鶴岡市が出資・
出捐した第３セクターなどの法人に、両市を退職した公務員の退職状況などに
ついて、その内容が掲載されている。
　同紙の平成22年９月17日号１面では、平成21年度決算に基づく総括として、
会社法法人（旧商法法人）の14社中４社が平成21年度単年度赤字を計上し、６
社が4,517万円の累積赤字を抱えている。単年度赤字の会社は前年度から３社
減り、累積赤字幅は60万円縮小するなど経営改善による成果も見られたものの、
両市の出資・出捐した法人を取り巻く環境は依然厳しく、採算性を含めたさら
なる経営改善が急務の課題となっていると指摘されている。
　市町村合併前に旧町村がこぞって建設し、飽和状態にある温泉施設では、景
54
気低迷や競争激化で入浴客数が落ち込み、厳しい経営を強いられている。それ
を打開しようと、本業以外の新たな事業に活路を見出そうとする動きも活発に
なっている。スキー場やゴルフ場でも客足は遠のき、苦境は続くが、企業努力
だけでは限界があり、経営改善には抜本的な見直しも必要になっていると指摘
している。
　このような現状を踏まえて、酒田市では、現在、来年度から５年間を期限と
する新行財政集中改革プランを策定している。この中では、引き続き市が出資・
出捐した第３セクターの見直しを掲げ、「経営改善に向けた対応を促しながら、
採算性の好転等、状況が整ったものについては民営化を行う」との方針を打ち
出しているものの、現行行革プランの５年間では、各社の経営改善は思うよう
に進まなかったのが実態である。こうした背景から「現段階で民営化できるよ
うな法人は皆無である」（市総務課）との見方が大勢を占めている。
　市が出資した第３セクターの経営にどのように関わるのか、補助金や出資な
どの公金支出はどうあるべきか、経営責任は誰が負うのかなど、市は基本的な
考え方やルールを早急に決める必要がある。鶴岡市では、これらのたたき台を
まとめ、有識者などで構成する行財政改革推進委員会に年内にも提出し、議論
してもらう方針であるといわれている。
　第３セクターが経営に行き詰まるようなことがあれば、市の財政を圧迫する
可能性が大きい。国は19年度決算から第３セクターや土地開発公社などを含め
た負債が、自治体財政を圧迫することを憂慮して、自治体財政健全化法におい
ては、「将来負担比率」など、４つの財政判断指標の公表を義務付けた。４つ
の指標のうち、一つでも基準を超えると、外部監査のほか財政健全化計画を策
定しなければならない。このため第３セクターのさらなる経営改善は喫緊の課
題であり、「公金を使って経営を支える」やり方は通用しない時代になってい
ると指摘している。
　また、同紙の平成22年９月24日号２面では、酒田、鶴岡両市が25％以上を出
捐する第３セクターのうち、特例民法法人（社団法人・財団法人）９団体中３
団体が、平成21年度決算で単年度赤字を計上した。それら法人は収入の多くを
市に依存し、採算性もそれほど問われないが、その前提となる公益性の評価は
あいまいなのが実情である。このため「両市の支出額が妥当なのかどうかを含
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め、費用対効果や事業効果などを精査する必要がある」との指摘もあると厳し
く捉えている。
　特例民法法人の喫緊の課題としては、新公益法人制度に迅速に対応すること
である。新制度では、平成25年11月末までに、「公益社団法人」か「公益財団
法人」、または「一般社団法人」か「一般財団法人」のどちらかに移行しなけ
れば、解散とみなされるという厳しい選択が迫られている。酒田市の３つの財
団では、「公益財団法人」を目指す方針を固め、市でも現在策定中の新行財政
集中改革プランに「公益法人化に向けた取り組みへの支援を行う」との考えを
盛り込んでいるとはいえ、財団の整理統合など踏み込んだ見直しの検討などは
進んでいないのが現状である。
　第３セクター研究学会会長で東北公益文科大学大学院の出井信夫教授は、本
誌のインタビューで、大要、次のように述べていると、「財団の整理統合は、
市長次第でどうにでもできるところがある。民間事業者やNPO法人、市直営
など、財団より効率的なやり方がないのかどうかを探ることも必要である」と
筆者の指摘を紹介している。
　前述したように、法人の現況を踏まえて法人の問題、課題、今後の方向に関
して、「コミュニティしんぶん」編集部より、筆者の見解・コメントを求めら
れたが、筆者が述べた見解やコメントについては、同紙の紙幅の関係などから
大幅に省略され、大意が解説掲載されている。ここでは、第３セクターと呼ば
れる「自治体の出資・出捐法人」の問題、課題について、また「公益認定」に
関する諸問題に対して、その際に筆者が指摘した諸問題などについて補足概説
する。次のとおりである。
（２）「平成20年８月15日号」における筆者のコメント
　酒田市および鶴岡市が出資・出捐した出資・出捐法人した第３セクターと呼
ばれる「自治体の出資法人」、すなわち会社法法人（旧商法法人）および特例
民法法人（旧民法法人）について、平成19年度の決算状況をみると、当該市が
多額の委託料・補助金を交付している団体がいくつかある。この委託料・補助
金に関しては、両市は①施設の管理運営費、②人件費、③事業の委託費、④赤
字補填のための補助金等、どのような目的や支出項目として交付したのかにつ
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いて十分に説明する必要がある。また、委託料・補助金の金額についても適切
妥当なものであるかどうかについて精査する必要があるであろう。この問題は
極めて重要である。つまり、当該市がこれらの法人を設立するに際して、どの
ような目的で設立したのか、また一般に経営基盤が弱く赤字経営体質であると
いわれる法人を設立した際の支援措置などについてどのようにしようとしてい
るのかなど、設立当初の段階において十分議論、検討をしてきたのかどうかが
重要となるわけである。これらの議論が不十分なままに設立してしまったにも
かかわらず、今になり、単に法人の経営努力の向上に期待するという指摘や経
営赤字に対する補填としての補助金の交付をして糊塗するという対応は批判さ
れても致し方ない面があるといえよう。
　一方では、法人に対して、当該市から多額の委託料・補助金を交付している
ということに関して経営赤字の補填であるという観点のみからの批判があるよ
うであるが、これらの一面的な批判については必ずしも適切妥当ではない面が
ある。
　基本的には、酒田市および鶴岡市が出資・出捐した出資・出捐法人に対して、
設立時に、あるいはその後に、市の役割分担、法人の役割分担、利用者料金の
設定や管理運営費の負担割合などに関して、少なくとも、指定管理者制度の導
入時において、これらに関して基本的な方針や対応などについてきちんとした
議論や検討が十分になされないままに制度が導入されたことに端を発するとい
うことを再確認する必要がある。
　また、設立した法人が市の総合計画や基本計画の政策・施策の中で、どのよ
うな役割や機能を果たすのか、どのように位置づけられているのかについても
再確認することが、第３セクターと呼ばれる「自治体の出資・出捐法人」の見
直しにおいて必要である。
　例えば、自治体の出資・出捐法人の事業・業務内容については、①行政業務
代行型、②行政業務補完型、③住民福祉・文化振興サービス提供型、④産業振
興施策支援型、⑤公民連携協働事業支援型などのタイプに類型化するなどをし
た上で、行政からの支援措置のあり方について議論、検討することが基本的に
必要である。
　その上で、「自治体が出資・出捐した法人」の見直しについては、委託料・
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補助金の交付の範囲や金額について議論、再検討することが重要なポイントと
なる。
　さらに、「経営評価委員会」などの第三者機関を設置して、経営の現状分析
や経営改善の方向、見直しに向けた方針などに関して議論する場を設けること
が重要である。このような委員会を設置することは、法人における経営の自己
改革を促すとともに、所管課の適切な対応や役割を図ることが期待できるので
一石二鳥の効果があるといえよう。
　ちなみに、総務省の「第三セクターに関する」調査結果によれば、このよう
な第三者機関を設置している市町村は、全国でわずかに7.6％にすぎない。ま
た同調査結果によれば、経営情報等を開示している団体としては多くの団体が
情報公開をしているとされているものの、実際に、「コミュニティしんぶん」
などの地元紙等や官報に公表された例はほとんどなく、また自治体のホーム
ページ上に公開された例も少ないことなどを考慮するならば、経営情報が適切
に開示されているとは言いがたいのが実態であるといっても過言ではない。
　筆者は、前職の大学に勤務していた時より今日まで、新潟県の県出資法人経
営評価委員会の副委員長を委嘱され、新潟県が出資・出捐した法人の経営評価
を行って経営改善を実施する中で、法人の統廃合や知事や総務部長等が兼職し
ていた法人から県職員等を引き揚げ法人の自立を促すなど経営改革を推進する
答申や提言を行ってきたが、このように自治体が出資・出捐した法人について
「第三者評価委員会」等が設置され、種々の観点から継続して議論されている
都道府県および市町村は、前述したようにほとんどないのが実情である。
　周知のように、「自治体財政健全化法」と通称される「地方公共団体の財
政の健全化に関する法律」が、第166国会（年常会）2007年６月15日に成立し、
毎年度、次のような健全化判断比率、すなわち、①実質赤字比率、②連結実質
赤字比率（全会計の実質赤字等の標準財政規模に対する比率）、③実質公債費
比率、④将来負担比率（公営企業、出資法人等を含めた普通会計の実質的負債
の標準財政規模に対する比率）を、監査委員の監査に付した上で、議会に報告
し、公表しなければならないこととするとされた同法の施行は、平成20年度決
算から適用されることになっている。
　酒田市および鶴岡市においては、第３セクターの見直しの実効性やスピード
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アップを図ると同時に、行政情報の公開の観点の両面から重要であるというこ
とにとどまらず、行政改革の先進市として全国の自治体の先鞭をつける意味か
らも、また「自治体財政健全化法」に対応するためにも、早期に第三者機関を
設置して本格的な対応を図ることが望まれる。
（３）「平成21年８月28日号」における筆者のコメント
　第３セクターと呼ばれる「自治体の出資・出捐法人」は、地域活性化、地域
振興、文化・体育の振興等を図る目的で設立された法人で、公益目的を達成す
るとともに収益性を堅持する法人として、①会社法法人（旧商法法人）または
②特例民法法人（旧民法法人）形態により設立された法人である。自治体の出
資法人は、ある意味で「公益性と収益性の確保を図る」という困難な機能と役
割を担っているといえようが、この両者は、単に二律相反する対立軸であるわ
けではない。
　法人の業務内容により目指す目標は異なるが、①会社法法人においては、「公
益性と収益性」とは何かについて、議論、整理した上で、公益性に相当する機
能や役割また事業については、出資自治体がその経費等について分担する、応
分の費用負担をする一方、収益性に係わる機能や役割また事業については、当
該法人の経営努力を促すというように、市当局と法人の間における役割分担お
よび責任を明確にする必要がある。
　②特例民法法人についても同様に、公益目的事業の推進を図るため、法人の
事業における「公益性と収益性」に関する議論を行い、制度に対応した事業整
理を進める中で、同様に、市と法人の役割分担などについて、明確にする必要
がある。これらの議論、整理が喫緊の課題である。
　第３セクターの経営問題は、単に法人の経営努力に期待するということでは
ないことを再確認する必要がある。
　第３セクターの問題は、市の市民サービスの提供のあり方、行政運営のあり
方など、市の基本的な行政運営に対する対応が問われている、優れて今日的な
課題であるという認識が重要である。
　また、特例民法法人については、周知のように、公益法人改革により、法人
法および認定法の基準に準拠し、山形県公益認定等審議会により、平成25年11
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月末までに公益認定を受ける等の対策を講じないと、解散したとみなされるの
で注意する必要がある。
　したがって、各特例民法法人においては、これまでの定款上の事業が「公益
目的事業」として認定されるのかどうか、収益事業や共益事業として認定され
るのかどうかについて、再度、法人の事業について速やかに吟味する必要があ
る。仮に、公益目的事業が50％に満たないと判断された場合には、その対応を
早急に検討する必要がある。法は５年間の猶予期間を設けているが、残された
時間は多くはないことを再認識する必要がある。
　ちなみに、自治体の出資法人では、法人も自治体も、新制度で想定されてい
る公益目的事業について認定され難い事業が多々あることを正確に把握認識さ
れていないのが実情である。とりわけ、公の施設を管理運営する法人において
は、施設の性格や機能などにより、「公益目的事業」として認定される場合も、
また「収益事業」として認定される場合もあることなどについて確認した上で、
各法人においては、各事業が「公益目的事業」「収益事業」「共益事業」のいず
れに該当するのか、速やかに再確認する必要がある。と同時に、法人のこれま
での「寄附行為」「定款」との整合性を再確認することが重要である。
　すなわち、法人の「定款」による事業が「公益目的事業」であるか、「収益事業」
であるかを確認した上で、どのような事業方法を採れば「公益目的事業」と認
定され得るのかその内容や範囲など、あるいは収益事業は収益の一定割合を公
益目的事業財産とすることなどの制度をうまく活用するなどの検討をするなど、
法人の公益性の堅持とともに、収益性の確保を図るなど、一層の法人経営の手
腕が問われているといえよう。
　筆者は、これまで外郭団体・出資・出捐法人等に関する研究調査を行ってきた。
自治体や関連団体からの専門家派遣の要請を受けて、設立時の問題や課題、ま
た経営が困難になった時の対応策などに関し提言等を行ってきた。その経験や
近年刊行した『公民連携』『指定管理者制度』『自治体財政再建』『自治体財政分析』
等の拙著を踏まえ、平成21年２月に『自治体の外郭団体・出資法人の公益認定』
（学陽書房）を上梓したが、これらの関連図書を参考にされたい。
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（４）「平成22年８月20日号」における筆者のコメント
　同紙の平成22年８月20日号１－３面では、酒田市および鶴岡市が出資・出捐
した第３セクターなどの法人に、両市を退職した公務員の退職状況などについ
て、その内容が掲載されている。このように市が出資した第３セクターなどの
法人に、市の退職した幹部が再就職することに関して、同誌編集部より筆者に
対し、意見と論述が求められた。22年８月20日号３面に、「出資法人のあり方、
体系的検討を」と題して掲載された。同紙に掲載される文字数の制限があるた
め、十分に本意が尽くせたとはいえないが、次の内容である。
　国と自治体の役割分担や新たな「公」のあり方が、種々の観点より議論され
ている中で、「公務員改革」が大きな課題となっている。
　また地方主権が唱えられる中で、「自治体財政健全化法」と呼ばれる「地方
公共団体の財政健全化に関する法律」が施行され、自治体の自立性と地域経営
主体者としての役割機能が一段と高まっている。
　これまで、自治体の外郭団体等と呼ばれる自治体出資法人は、自治体政策を
実際に実現、具現化する団体・法人として大きな役割を担い設立されてきた。
　この自治体出資法人は、ある意味、民間企業等における「親会社と子会社、
孫会社」の関係にあるといえる。法人設立時における出捐・出資に加え、人的、
資金支援、業務委託等多面的な関係にある。
　この両者間の関係について、新潟県では、旧自治省より平成11年５月20日、「第
三セクターに関する指針について」の発出を踏まえて、平成13年度に「県の出
資法人に対する運営指導方針」が策定され、基本財産、資本金等について25％
以上の出資を行っている等、特に県行政と密接な関係を有すると認める法人に
対し、毎年度経営状況の点検評価を行い、「出資法人経営評価委員会」を設置し、
その検討結果に基づき経営改善に関する指導、県の関与・支援の見直し、出資
法人の整理・合理化が行われてきた。
　点検評価は、法人事業の公共性・公益性の検証、経営や運営状況の評価、経
営情報の開示状況の３つの視点から実施され、設立後一定期間が経過した法人
について、社会経済環境、県行政へのニーズの変化、当該法人の経営・運営状
況を踏まえつつ、法人運営の自立化、自主的経営の原則のもと、県の関与・指
導の必要性を検討し、人的・財政的支援の見直しを行うものである。とりわけ、
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平成17年度の委員会では６名の民間人による委員会構成により、法人の統合や
廃止等、次の観点より、抜本的な見直しがなされた。
　１あり方（法人の方向性）の見直し―①設立趣旨の視点、②事業推進の視点、
２県の関与の見直し―①役員就任の見直し②職員派遣の見直し（派遣職員の引
き揚げや縮減）③財政支援の見直し―、３指定管理者制度への対応、４随意契
約の見直し、５プロパー職員の処遇、６その他　詳細は同県のホームページを
参照されたい。
　翻って、酒田市や鶴岡市等において、新潟県のように、種々の観点より、出
資法人のあり方について、体系的に検討がなされてきたということは聞かない。
今後どのように対応していくのかが、今厳しく問われている。
　また定年を迎えた自治体職員の再就職問題を含め、両市が今後、公務員改革
や自治体財政健全化法などに、どのように対応していくのかが、今厳しく問わ
れている。
（５）新制度への対応課題
　酒田市における出捐法人である酒田市美術館、土門拳記念館、酒田市体育協
会の個々の３法人における事情等に関してはそれぞれの特殊性や対応が必要と
なることは当然のことであり、指定管理者の選定過程、また体協の提案やこれ
までの事業受託の内容、予算額などに関して仔細に現状や経過などについて詳
細に分析しなければ本質的なことは正確にはわからないため、即断はできない
が、「コミュニティしんぶん」社からの筆者に対する取材やコメント要請の内
容などを考え合わせると、基本的に、「指定管理者としての業務範囲と予算額」
「体育協会の業務内容と市からの事業受託料・補助金などの妥当性」などに関
して、適切に整理されてはいないなど基本的な対応などに関する議論がなされ
ていないのではないかと、筆者は推察している次第である。
　その観点からすれば、「公益財団を目指したい」とする体育協会事務局にお
ける今後の課題としては、前述したように、「公益認定」されるに当たっては、
財団の定款と公益目的事業の整合性を図ると同時に、事業受託料名目で市から
支出されている事業受託料・補助金とされている指定管理料（委託料）の位置
づけ、また収支相償など、新制度の根幹とされている事業の組み立て方などに
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関してさらに十分検討する必要があるといえる。
　また鶴岡市における出捐法人である庄内地域産業振興センター、鶴岡市開
発公社、出羽庄内国際交流財団、藤島文化スポーツ事業団、荘内文化財保存会、
月山畜産振興公社の６法人においても、酒田市の出資法人と同様であることは
言うまでもないことである。
　ちなみに、新潟県上越市においては、指定管理者の選定委員会とは別に、行
革推進課において、「公共施設の管理運営のあり方に関する検討委員会」（筆者
も市から要請され委員会の委員長職として参加した）を公募市民の参加等によ
り設置して、「公共施設の管理運営のあり方および指定管理料の算定の根拠と
なる管理費の現状、またどのような公共施設に税の投入（管理費のうち税金で
賄う費用、すなわち指定管理料の妥当な基準などに関して、すべての公の施設
を対象に一元的に議論する）などに関して基本的な対応について議論、整理す
る」場を設けて、あるべき方向に関して委員会の報告書のとりまとめ、市長へ
の答申などが行われてきたが、このような議論の場を設置して、指定管理者制
度導入に関して、「指定管理費の算定根拠や妥当性」「公益法人に対する市の支
援のあり方」などに関する基本的な対応について、合意形成が図れていないの
ではないかと推察している。
　したがって、今後、制度期限内に、公益財団を目指すならば、「定款」の見
直しを図ると同時に、「公益目的事業」「収益事業」「共益事業」の明確化、ま
た「公の施設」の管理運営が「公益目的事業」として認定されるのかどうかな
どに関して詳細に検討する必要があることは改めていうまでもない。
　また、これまで行われてきた基本的な事業や法人の管理部門などに関して一
般的な事業として認識されて「一般会計」と区分された会計区分、「公の施設」
の管理運営などを中心として「特別会計」と区分されてきたこれまでの財務会
計の仕組みについては、基本的に、前述したように、「公益目的事業」「収益事
業」「共益事業」に区分した会計処理をすることなど、法の趣旨に基づく事業
体系に合致するように、事業内容に関しても整理し、見直しを図る必要がある
ことは当然のことといえる。
　筆者は山形県公益認定等審議会の委員を委嘱されているが山形県においては
もとより、全国の都道府県の審議会等において、本稿を執筆している平成22年
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９月下旬の段階では、新公益法人制度の導入後１年経っているものの、指定管
理者制度導入の更新時期とも重なるなどにより、各都道府県において、「公の
施設の管理財団」における公益認定申請および公益認定審議会等の認定の事例
がまだ実際には行われてはいないことなどから、即断はできないが、一部に誤
解があるようであるが、指定管理者制度の導入に伴う「公の施設」の管理運営
については、直ちに、収益事業と認定されるわけではないことを付記しておく。
もちろん、「公の施設」の管理運営が無条件に公益目的事業として認定される
わけではないことも当然のことである。それぞれの法人の定款に基づき、また
これまでの事業内容に準拠して、「公益目的事業」「収益事業」「共益事業」に
区分した事業の組み立て方、事業実施の態様により、公益認定されるというこ
とを再確認する必要がある。
　その意味では、新公益法人制度の導入は、法人の事業のあり方、また市から
の支援のあり方に関して、再度、議論する絶好の機会であると認識する必要が
ある。
　ちなみに、「内閣府公益認定等委員会委員と各道県合議制機関委員との意見
交換会」として、「平成21年度北海道・東北６県公益法人事務主管課長会議」
が平成21年10月27日福島県庁で開催され、筆者もこの会議に山形県公益認定等
審議会の委員として参加したが、この会議に意見交換テーマとして、北海道の
委員会より「指定管理業務を行う法人の扱いについて」と題して、指定管理
者となっている法人における対応について、①会館の運営に係る指定管理業務
を行っている法人について、移行認定・認可した事例があればその内容につい
て紹介してほしい、②指定管理業務のみを行っている法人については、基本的
には、行政庁からの負担金により当該業務は赤字が出ていないと考えられる
が、公益認定が困難で一般法人へ移行する場合、赤字の実施事業がないことか
ら、公益目的支出計画の作成が困難であると考えられるが、その対応方法につ
いて、各県の見解を伺いたい、③②と関連して、当該法人の公益的な団体等に
対する利用料金の減免は公益的支出計画上の実施事業として認められると考え
るかなどが出され、種々の観点から意見交換された。
　これら「内閣府公益認定等委員会委員と各道県合議制機関委員との意見交換
会」などにおける意見や各県などの対応を踏まえて、当該法人のみならず関係
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行政庁の関係各課においては慎重に検討する必要があろう。
10　社団法人酒田観光物産協会における新制度対応の問題、
課題
（１）「公益法人設立検討委員会」における検討
　本稿では、新公益法人制度に係る問題、課題について、とりわけ指定管理者
制度との関連より、具体的な検討事例として社団法人酒田観光物産協会の例を
検証する。
　筆者は社団法人酒田観光物産協会（本学の本部・学部は酒田市に、大学院は
鶴岡市に所在）より、新公益法人制度に係る問題、課題について、指定管理者
制度との関連を踏まえた対応などについて、同協会事務局より問い合わせを受
けると同時に、同協会内に設置された「公益法人設立検討委員会」に専門家参
考人（筆者は山形県公益認定等審議会の副委員長を委嘱されている）として、
この検討会議に数回出席し、制度のポイントおよび問題、課題に関して説明を
要請され、制度の概説や意見陳述などを行った次第である。
　この社団法人酒田観光物産協会については、酒田市が出捐した公益法人では
ないものの、酒田市が設置した「公の施設の管理運営」を行っている団体・法
人であると同時に、酒田市の観光物産振興政策を具体的に実行・遂行する団体
として、重要な役割、機能を担って活動を展開してきた団体である。その意味
では酒田市の外郭団体と位置づけられるといってよいであろう。
（２）報告書の内容等
　前述したように、自治体の出捐法人の半数近い公益法人においては、指定管
理者制度が導入された後においても「公の施設を管理運営する指定管理者」に
指定されていること、また新公益法人制度に対する早急な対応を図ることが喫
緊の課題となっている中で、㈳酒田観光物産協会の検討委員会に出席の際に筆
者が作成し同協会に提出した「今後の対応に関する検討メモ」における問題点
や課題の整理、また質疑事項などを踏まえ、さらに同会議における議論や対応
についての検討資料として筆者が「社団法人酒田観光物産協会における今後の
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事業運営・法人形態の検討に関する報告書」（50頁、平成21年６月20日）として、
再度とりまとめ作成したものである。もとよりこの報告書は、社団法人酒田観
光物産協会の公式見解ではない。筆者の個人的な見解であることを予め了解さ
れたい。
　本稿では、この報告書を踏まえ、一般的な問題、課題の議論のプロセスを考
察するものとして、同協会の了解を得て、本誌読者の参考として報告書の一部
を掲載したものである。したがって、本稿は同協会における今後の対応等に関
して拘束するものではないことは改めていうまでもない。
　本稿の責はすべて筆者にある。報告書の内容については表７に示すとおりで
ある。
表７　「社団法人酒田観光物産協会における今後の事業運営・法人形態の検討に
関する報告書」の内容
１　「酒田夢の倶楽」の整備と「指定管理者」制度
２　事業概要（現状の把握）
３　観光物産協会の「平成20年度の年間収支の概況と収益事業の補填状況」
４　新公益法人制度の主なポイント
５　「特例民法法人（従来の公益法人）」「一般社団・財団法人」「公益社団・財
団法人」の比較
６　特例民法法人から公益社団・財団法人への移行認定
７　公益目的事業の定義と公益目的事業の認定
８　特例民法法人から一般社団・財団法人への移行認定
９　公益社団・財団法人へ移行認定申請手続き
10　「寄附金」「税制」
11　特例民法法人観光物産協会において
　　「公益認定」および「指定管理者」との関係等より今後のとり得る選択肢
12　「公益認定」「指定管理者」等との関係より選択肢とその論点整理
　　―観光物産協会の事業を踏まえ、酒田市との関係における論点整理―
13　「指定管理者」の関係からの酒田市の指摘事項と論点整理
14　酒田観光物産協会の「定款上の事業区分と会計上の仕訳区分」の現況
15　酒田観光物産協会の「定款上の事業区分と会計上の仕訳区分」の関係
16　酒田観光物産協会の「名称および法人形態」の検討課題
17　酒田観光物産協会の「定款上の事業区分と会計上の仕訳区分」の検討
18　法人形態の検討条件等の整理
【参考資料】１　公益認定された公益社団・財団における「主要事業」の例
　　　　　 ２　山形県公益認定等審議会における「公益認定」法人の例
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　ちなみに、近年、山形県においては、酒田市に限らず山形全県および県内主
要各市において、これまで任意団体等として個別別々に活動し、事業展開推進
してきた「観光協会」と「物産協会」の二つの団体について、「観光協会」と「物
産協会」の二つの団体を統合し一体的に運営すると同時に、社団法人などの法
人格を取得することによって、観光振興と物産振興の機能や役割を充実・強化
する観光物産振興政策が推進されてきたのである。
　このように山形県および県内各市においては、観光物産振興政策をより強力
に事業展開する流れの中で、筆者が修士論文の指導した山形市職員（本学大学
院を平成21年３月修了。同推進課新設時に担当者として配属された）によれば、
さらにより観光物産振興の充実・強化を図る目的として、平成21年４月に山形
市では、従来の商工振興課などとは異なる、「山形まるごと推進課」という全
国でも類例を見ないユニークな名称の「観光物産振興」担当部課を新設設置す
ることにより、さらなる観光物産振興の中核・拠点施設の整備等が推進された
とのことである。
　この担当職員によれば、観光物産振興の中核・拠点施設を整備することになっ
た発想の原点については、当初計画段階より、現在（当初の施設開設の日程は
遅延しているようである）の中心市街地にある既設の個人所有の旧家（元市長
等の生家で蔵や母屋など歴史のある建造物）を保存改修したと同時に、この施
設を利活用して事業展開・事業活動を行う団体・法人などの選定・審査が行な
われ、現在、「山形まるごと館 紅の蔵」として開設され、話題を集め盛況であ
ることが報じられているが、この施設整備と事業運営の展開方向にあたっては、
酒田市にある酒田市観光物産館で愛称「酒田夢の倶楽」として、近年、熟年層
や若いグループの観光旅行者の間で脚光を浴びている施設、「酒田夢の倶楽」
が成功のモデルケースとして念頭に置かれ、計画されたものであるといわれて
いる。
　このように、社団法人酒田観光物産協会における「公益法人設立検討委員
会」の検討過程について事例詳解をすることについては、単に山形県における
モデルケースとして貴重な事例詳解であるということにとどまらず、他の都道
府県および他の各市における観光と物産振興事業を推進している自治体の外郭
団体・出捐法人としての公益法人のモデルケースとして、また公の施設を管理
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運営する指定管理者の事例として極めて多くの示唆に富む事例詳解であるとい
える。ただし、現在、「公益法人設立検討委員会」において議論の検討途中で
あることから、筆者が提出した報告書の概要にとどめたい。自治体が出捐した
法人などにおける関係者等の参考に資することができれば幸いである。
（３）「酒田夢の倶楽」の整備と「指定管理者」制度の導入
（１）「山居倉庫」
　山居倉庫は、明治26年（1893）、酒田米穀取引所の付属倉庫として建造され、
築百年以上経った今も現役の農業倉庫（米貯蔵庫）として活躍している。土
蔵造りの12棟の屋根は二重構造で、倉の内部は湿気防止構造になっているほか、
背後を囲むケヤキの大木は日よけ、風よけの役目を果たし、自然を利用した低
温管理が行われている。施設は１号棟から12号棟まで連棟式に配置整備されて
いる。
　現在、山居倉庫は、１号棟は「庄内米歴史資料館」として、JA全農山形が
施設の管理運営をしており、昭和60年に開館し、延べ入館者は平成21年３月現
在で173万人に達する。２号棟～10号棟は、農業倉庫として現在も利用している。
　また、11 ～ 12号の２棟については、酒田市観光物産館として整備されたも
のであり、一般に「酒田夢の倶楽」施設と愛称で呼ばれている。この「酒田夢
の倶楽」は、酒田の歴史と文化や日本を代表する人形作家、辻村寿三郎氏の作
品などを展示する１号館「華の館」と、お土産品コーナーなどがある２号館「幸
の館」により構成されている。
　ちなみに、JRの庄内酒田のPRとしては、女優の吉永小百合さんがモデルと
なっている西側の西日を遮る役割機能を持つ「ケヤキ」の豊かな大木群と歴史
のある倉庫群の配列は、記念撮影の恰好の好適地として熟年層や若いグループ
の観光旅行者の間で人気がある。
　また、古くは昭和58年４月から１年間NHK朝の連続テレビ小説として放送
され大ヒットし、台湾などの海外でも反響を呼んだ『おしん』のロケ地として
特に熟年層には有名である。
　さらに、近年では、平成20年９月13日に封切られ、第81回米国アカデミー賞
外国語映画賞をはじめ、数々の栄誉に輝いた映画『おくりびと』の主要ロケ地
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として有名で、近年、酒田への来街者が増加する傾向にある。
（２）「酒田夢の倶楽」の施設整備と施設構成
　従来、酒田市の物産販売機能の拠点は市内中心地の産業会館にあったが、施
設の立地条件としては中心市街地にあったことから駐車場施設がないことなど
により、年間の販売額（年間の販売額は約３千万円）はあまり大きいものでは
なかった。そのため、物産振興の機能強化をすると同時に、観光振興に寄与す
る施設整備として、JA全農山形が施設の管理運営をしている農業倉庫として
利用している山居倉庫を酒田市が内装などを施設整備し、酒田市観光物産館「酒
田夢の倶楽」として観光物産振興機能の拡充強化が図られたわけである。
　酒田市観光物産館「酒田夢の倶楽」施設の１号館「華の館」については、「酒
田の歴史探訪」「当世流行絵巻」「宴の文化」「来遊文人の足跡」常設展示「亀
笠鉾（かめかさほこ）」常設展示「寿三郎の世界」から構成されている「ミュー
ジアム」施設であり、「ミュージアムショップ」が併設されている。
　また、２号館「幸の館」については、「観光インフォーメーション」「レスト
ラン食彩旬味　芳香亭」「お土産品販売コーナー」「ファーストフードコーナー」
施設が整備されている。
　なお、１号館「華の館」と２号館「幸の館」の間には、施設間の空間を利用
して、観光利用者等が酒田へ来街者した際に自由に利用できる屋外休息休憩施
設として「オープンテラス」が配置整備されている。
　酒田市観光物産館「酒田夢の倶楽」の立地所在地、施設配置および施設概
要等については、図１－１、図１－２および図１－３を参照されたい。また、
「酒田観光協会夢の倶楽」の施設内容や展示内容等については、酒田観光協会
「夢の倶楽」のWebサイトを参照されたい（http://www.sakata-kankou.gr.jp/
yumenokura）。
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図１－１
図１－２
図１－３
（４）「酒田夢の倶楽」施設と「指定管理者」制度との関連
（１）「酒田夢の倶楽」の施設
　「酒田夢の倶楽」の施設は、１号館「華の館」および２号館「幸の館」のうち、「レ
ストラン食彩旬味　芳香亭」を除く施設については、指定管理者制度の導入に
より、社団法人酒田観光物産協会が施設の管理運営を行っている。
　施設は、平成15年10月に指定管理者が公募され、１社の応募（社団法人酒田
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観光物産協会）があり、指定管理者が決定された。平成16年４月27日（開館時）
より、指定期間は約５年間、平成22年３月31日までである。
（２）「レストラン食彩旬味　芳香亭」
　一方、「レストラン食彩旬味　芳香亭」については、他の施設機能内容とは
基本的に異なること、また収益施設の観点から、「長期独占」契約（約５年間、
施設の占有とする。施設の賃貸借料の意味で、賃貸借した法人が酒田市に対し
一定額を賃貸借料相当額として支払うもの）として公募され、別法人（「料亭
　香梅咲」）により、施設の管理運営が行われた。
　施設は「長期独占」（約５年間）契約として公募され、２社の応募（１社は
取り下げ）があり、平成16年４月27日（開館時）より、「料亭　香梅咲」が施
設の管理運営を行っている。期間は、上記と同様に約５年間で、平成22年３月
31日までである。
（３）酒田観光協会と酒田物産協会の統合
　酒田観光協会と酒田物産協会は、平成15年度までは別々の組織（任意団体）
として活動、運営されてきた。
　「酒田夢の倶楽」の施設整備および平成15年度より公の施設の管理運営方法
の改革として導入された「指定管理者制度の導入」とその実施に伴い、平成15
年「夢の倶楽」の公募に際し、「夢の倶楽」の指定管理者としての受け皿組織・
団体の位置づけとして、酒田市からの要請等もあり、酒田観光協会と酒田物産
協会は統合一体化され、平成16年４月27日「夢の倶楽」の開館時より、一体的
に活動運営されてきたという経緯がある。
　ちなみに、酒田観光協会が社団法人の法人格を取得したのは平成17年４月１
日である。
（４）酒田観光物産協会の指定管理者の期間終了と更新
　「酒田夢の倶楽」の施設は、１号館「華の館」および２号館「幸の館」のうち、「レ
ストラン食彩旬味　芳香亭」を除く施設については、指定管理者制度の導入に
より、社団法人酒田観光物産協会が施設の管理運営を行っているが、「酒田夢
の倶楽」の指定管理者の期間は、平成16年４月27日（開館時）より、指定期間
は約５年間、平成22年３月31日までである。
　ちなみに、施設の指定期間終了に伴う再選定、契約更新に係る公募について
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は、本稿執筆時の平成21年10月に実施されることになっていたが、事業の継続
性の観点などの理由から、公募されずに、社団法人酒田観光物産協会が施設の
指定管理者として再選定されることとなったといわれる。
　また、「レストラン食彩旬味　芳香亭」施設についても契約更新に係る公募
等については、同様の措置がなされている。
（５）酒田観光物産協会における事業概要
（１）事業概要
　酒田観光物産協会における主な事業としては、①観光事業、②酒田市観光物
産館“酒田夢の倶楽「華の館」”（公益事業）、③酒田市観光物産館“酒田夢の
倶楽「幸の館」”（収益事業）の３つの事業を実施している。
（２）事業内容
　㈳酒田観光物産協会における事業内容についてみると、①観光事業の主な事
業としては、１HP管理費作成費、２観光活動費、３観光宣伝費、４桜まつり
事業費、５酒田まつり事業費、６あじさい事業費、７甚句流し事業費、８花火
大会事業費、９寒鱈まつり事業費、10地酒フェア事業費、11雛街道事業費、12
協賛事業費、13木製品事業費、14通販育成研修費、15負担金事業費、16駅案内
所促進費、②酒田市観光物産館“酒田夢の倶楽「華の館」”（公益事業）の主な
事業としては、「ミュージアム」、③酒田市観光物産館“酒田夢の倶楽「幸の館」”
（収益事業）の主な事業としては、１食品、２民・工芸、３ファーストフード、
４その他の事業を実施している。
（６）酒田観光物産協会の事業概要と事業の収支状況
（１）近年の決算概況
　㈳酒田観光物産協会における近年の決算状況について、年間収支の概況を要
約すると次のとおりである。
　①　観光事業については、収支的には黒字のときも赤字のときもあったが、
近年は総じて均衡状態にある。
　②　酒田市観光物産館“酒田夢の倶楽「華の館」”事業（公益事業）については、
収支的には黒字のときも赤字のときもあったが、近年は総じて赤字状態に
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ある。
　③　酒田市観光物産館“酒田夢の倶楽「幸の館」”（収益事業）の事業につい
ては、収支的には黒字のときも赤字のときもあったが、近年は総じて黒字
状態にある。
　④　事業を全体的にみると、近年は収益事業が好調で健闘してきた結果、総
じて黒字状態にある。
（２）平成20年度における決算概況
　㈳酒田観光物産協会の平成20年度の年間収支の概況について、要約すると、
次のとおりである。
　①観光事業の事業費規模は約１億円、②酒田市観光物産館“酒田夢の倶楽
「華の館」”事業（公益事業）の事業費規模は約１千万円、③酒田市観光物産
館“酒田夢の倶楽「幸の館」”（収益事業）の事業費規模は約１億円で、合計約
２億１千万円となっている。
　したがって、全体事業の営業利益は約100万円強である。また、全体事業に
おける税引前当期利益については約200万円の黒字が計上されている。
（３）指定管理者社団法人酒田観光物産協会と指定管理料
　酒田市観光物産館「酒田夢の倶楽」の指定管理者制度の導入にあたっては、
１号館「華の館」および２号館「幸の館」のうち、「レストラン食彩旬味　芳香亭」
を除く施設については、公益的施設である「ミュージアム」「華の館」の施設
の管理運営費については入場料収入によって賄われることとされるビジネスモ
デルが採られていることから、基本的に、酒田市からは㈳酒田観光物産協会に
対して指定管理者に対する指定管理料は支払われていない。
　また、２号館「幸の館」のうち㈳酒田観光物産協会が管理運営する事業展開
スペース分についても収益施設の性格から指定管理料は支払われていない。
（４）「ミュージアム」施設「華の館」の収支状況
　「ミュージアム」施設「華の館」の収支状況については、これまでの指定期
間の４年間においては、収入が支出を上回る黒字の年、支出が収入を上回る赤
字の年があったが、近年の「ミュージアム」施設「華の館」の収支状況につい
ては、支出が収入を上回る赤字の状況が続いている。
　ちなみに、平成20年度決算においては、公益的施設である「ミュージアム」「華
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の館」の施設の管理運営の収支状況は年間約300万円の赤字となっている。
（５）税引き後の利益処分に関する主務官庁等による指導
　㈳酒田観光物産協会における事業収支については、平成20年度においては公
益部門においては赤字運営となっているものの、収益事業部門における堅調な
黒字の成果が功を奏して、協会の全体事業としては黒字経営が堅持されている
図２　酒田観光物産協会の事業概況
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ことは高く評価されてよい。
　決算において税引き後の利益処分については、主務官庁である山形県総務課
の指導を受けて、①法人の内部留保としては３割程度を充てること、②残りの
７割程度を翌年度に予算計上し当該年度の事業費に充てることなど、公益法人
として適切な会計処理が行われている。図２は、主務官庁山形県総務課の指導
を受けて、㈳酒田観光物産協会において決算の税引き後の利益処分の方法につ
いて示したものである。
　㈳酒田観光物産協会における財務会計処理のケースでは、主務官庁の山形県
総務課の指導により、公益法人の適切な会計処理方法として、全事業の収益に
対して法人税が課税された後における「税引き後の利益処分」方法として容認
されてきた方法であり、これまでの公益法人制度に準拠した会計処理方法であ
ると高く評価される。
　ちなみに、筆者が本稿執筆の資料収集の一環として、宮城県県政情報セン
ター、山形県行政情報センター、新潟県行政情報センター、仙台市、山形市、
新潟市などにおける行政情報資料センターにおいて経営情報等開示されている、
自治体が出捐した公益法人およびそれ以外の公益法人について調べた限りにお
いては、㈳酒田観光物産協会のような会計処理を行っている法人はほとんど見
られないのが実情である。
（７）新公益法人制度における優遇税制
（１）公益事業部門の赤字等に対する支援措置
　㈳酒田観光物産協会のようなこれまでの公益法人（特例民法法人）に対して
は、一般的なビジネスモデルとしては、①公益事業については法人税の非課税
措置が、一方、②収益事業の実施に対しては黒字余剰額を計上している公益法
人においては法人税が課税（ただし法人税の税率は軽減税率が適用され、一般
の営利法人の課税税率より低い）されてきた。
　新公益法人制度においては、公益目的事業と収益事業が明確に区分されるこ
とになっている。公益目的事業については非課税措置がされるが、収益事業の
収益・余剰については基本的に課税されることになっている。ただし、収益事
業における収益の一部を公益目的事業に充てることにより、この収益事業に課
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税される法人税が縮減されるという方法が採られている。
　新公益法人制度においては、収益事業における収益（利益）の二分の一を、
公益目的事業へ充当することができることとされている。この措置については、
収益事業の収益（利益）の二分の一を公益事業の赤字補てんなどとして、本来
課税されることになる法人税が縮減される優遇税制となっていることに留意す
る必要がある。新制度における課税の取り扱いなどに関しては、拙著『『自治
体の外郭団体・出資法人の公益認定』（学陽書房、平成21年２月）を参照されたい。
（２）新公益法人税における優遇措置
　新公益法人制度においては、「公益社団・財団法人」に認定された場合には、
従来の公益法人制度と同様に、公益目的事業の実施については非課税措置が、
一方、収益事業に関しては、収益・余剰、すなわち黒字額が生じた場合には法
人税が課税される（法人税の税率は軽減税率が適用され、一般の営利法人の課
税税率より低い）ことになっているが、この収益事業における収益・余剰の一
定額（収益事業における収益＝利益の二分の一相当）については、公益目的事
業へ充当する（公益目的事業に対する一種の寄付とみなされる）ことが認めら
れる優遇税制が採られている。このような優遇税制は公益法人における特長で
あり、会社法法人にはない優遇制度である。
　このように、旧制度において民法により設立された公益法人においても収
益事業を営む公益法人は少なくなかったわけであるが、このような会計処理を
行っている法人は寡聞にして聞かない。旧制度においても、新公益法人制度と
同様に、収益事業の収益の一部を公益事業に移し替えることにより、結果的に
法人税課税が軽減されるという優遇税制を受けることが認められていたわけで
あるが、多くの公益法人においては法人で実施している事業の全てが公益事業
であると認識している（これは本来誤解である。この認識については新制度に
おいては公益目的事業と収益事業とに明確に区分分離して事業を実施すること
とされ、公益目的事業については公益認定審議会等により認定される必要があ
る。新制度においても、公益社団・財団法人では収益事業を行ってはならない
ということではない、公益社団・財団法人に認定されるには公益目的事業は全
事業において50％を超えることが条件とされていることに留意が必要である）
ことから、このような措置が採られている自治体が出捐した公益法人は実際に
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はほとんどないのが実情であるといえる。
　筆者が、前職の新潟産業大学において新潟県内の県および市町村の全自治
体が出捐・出資した法人を対象に経営実態調査を実施した際においても、この
ような優遇税制の措置を知らなかった法人が多かったという調査結果であっ
た（この調査結果については拙著『都市・地域政策と公民連携・協働―PPP・
PFI・NPO・基金・公益信託・第３セクターの研究―』平成14年３月、地域計
画研究所を参照されたい）。この調査以前より、「公益法人における事業活動に
対する課税、非課税については、公益法人の当事者はもとより、出捐元である
都道府県および市町村などの自治体当局および税務当局において、適切かつ精
確な合意形成が図られてはいなかったという実態であった」が、これは看過で
きない問題である。新公益法人制度の実施においては、このような事態が是正
されることとなる。
（８）酒田市観光物産協会における「新公益法人」制度改革に対する対応
　図３は、㈳酒田観光物産協会の統合経緯、指定管理者の期間終了および新公
益法人改革における関係について図示したものである。
　新公益法人制度においては、平成20年12月１日の新制度施行後の５年間につ
いては特段の手続きをとることなしに、従来と同様の公益法人「特例民法法人」
図３　酒田市観光物産協会の統合経緯、指定管理者の期間終了および新公益法人改
革の関連図
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として存続することができるものの、平成25年11月末の移行期間の終了までに、
山形県公益認定等審議会（合議制機関）に対し移行申請し、山形県公益認定等
審議会の審査を受けて「認定」（公益社団・公益財団法人）、または「認可」（一
般社団・財団法人）される必要がある。
　新制度においては、特段の対応をしない場合には自動的に解散したとみなさ
れる点に留意する必要がある。
（９）公益法人改革に対する酒田観光物産協会の採りうる選択肢
　㈳酒田観光物産協会が指定管理者期間終了および公益法人改革に対して取り
うる対応の選択肢としては、基本的には、次のような５つのケースに類型化で
きる。
　①対応１：事業の一体的展開方式：当面の間は「特例民法法人」として対応
する。
　②対応２：事業の一体的展開方式：事業を一体として「一般社団法人」の申
請をする。
　③対応３：事業の一体的展開方式：事業を一体として「公益社団法人」の申
請をする。
　④対応４：事業の分離分割方式：「公益社団法人」と「一般社団法人」に分
割し申請する。
　　　　　　（１）当初の段階より「一般社団法人」と「公益社団法人」に分
割し申請する。
　　　　　　（２）当初は指定管理者の受け皿として「一般社団法人」の申請し、
その後公益事業として「公益社団法人」の申請をする。
　⑤対応５：事業の分離分割方式：「公益社団法人」と「株式会社」に分割し
申請する。
　　　　　　（１）当初より「株式会社」または事業協同組合などの公益法人・
非営利団体などと「公益社団法人」に分割し、申請する。
　　　　　　（２）当初は指定管理者の受け皿として「株式会社」または事業
協同組合などの公益法人・非営利団体などを設立、その後、公
益事業として「公益社団法人」の申請をする。
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　これらの５つのケースの類型化など㈳酒田市観光物産協会の採りうる選択肢
に関する詳細な説明については、現在、同協会に設置された「公益法人設立検
討委員会」および「三役会議」等において、種々の観点より、今後の教会の方
向や対応について検討されている段階であることから、本稿では省略する。
（10）酒田観光物産協会の採りうる選択肢に対する評価
　㈳酒田観光物産協会の採りうる５つの選択肢に対し、それぞれの評価につい
ては、次のような視点より、問題点や評価についてとりまとめているが、現在、
「公益法人設立検討委員会」および「関係団体会議」等において、今後の協会
の方向や対応について種々の観点よりさらに検討がなされている段階であるこ
とから、これらの検討事項に関する詳細については省略する。
　（１）「夢の倶楽」の指定管理者の指定可能性
　（２）山形県公益認定等審議会の「認定」「認可」の可能性
　（３）経営の一体性
　（４）公益事業の赤字を収益事業の利益による補填措置
　（５）収益事業と公益事業の相乗効果による事業の発展性
　（６）課税対象事業
　（７）現構成員の対応の行方
　（８）「夢の倶楽」の一体的運営と連携性
（11）「酒田夢の倶楽」の一体的運営に対する課題と対応
　酒田市観光物産館「酒田夢の倶楽」施設について、１号館「華の館」は、「酒
田の歴史探訪」「当世流行絵巻」「宴の文化」「来遊文人の足跡」常設展示「亀
笠鉾（かめかさほこ）」常設展示「寿三郎の世界」から構成されている「ミュー
ジアム」施設であり、「ミュージアムショップ」も併設されている。酒田市観
光物産館「酒田夢の倶楽」施設２号館「幸の館」は、「観光インフォーメーショ
ン」「レストラン食彩旬味　芳香亭」「お土産品販売コーナー」「ファーストフー
ドコーナー」から構成され、１号館「華の館」と２号館「幸の館」の間に「オー
プンテラス」として屋外休息休憩施設がある。
　酒田市観光物産館「酒田夢の倶楽」施設については、施設の用途および機能、
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役割の観点より、前述したように、現在、㈳酒田観光物産協会と「レストラン
食彩旬味　芳香亭」（「料亭　香梅咲」の姉妹店）２つの法人に分けて管理され
ている。
　確かに、「レストラン食彩旬味　芳香亭」の飲食レストラン施設と「ミュー
ジアム」施設・「お土産品販売コーナー」「ファーストフードコーナー」の物産
販売施設では、機能役割用途が基本的に異なるため２つの法人により別々に管
理運営されていることに関しては一定の理解ができるものの、実際には「レス
トラン食彩旬味　芳香亭」の飲食レストラン施設と「お土産品販売コーナー」
「ファーストフードコーナー」の物産販売施設は同じ棟にあり、どちらもそれ
ほど大きな施設規模であるとはいえない。現に、観光物産協会でも、ファース
トフードの販売が行われている。
　「レストラン食彩旬味　芳香亭」では、営業前の準備中時間や従業員の休憩
時間等の間は当然のことながら閉鎖している。レストランの閉鎖中は、照明も
消されていることから施設内は薄暗くなる。酒田市観光物産館「酒田夢の倶楽」
施設に来る観光利用者等の来街者にとっては、レストランの開業中の昼食時間
や夕食時間にのみ訪れるというわけではない。食事の時間帯以外にも、喫茶・
甘味・軽飲食などの需要については他の観光地と同様に極めて高いのが一般的
である。とりわけ、酒田市観光物産館「酒田夢の倶楽」施設に来訪する観光利
用者をみると、熟年齢層男女のグループ、熟年女性グループ、熟年層夫婦、若
者の男女・女性グループなどが多いことを勘案するならば、喫茶・甘味・軽飲
食などの需要は高いものであると推察されよう。これらの観光利用者への便宜
やサービスの拡充を図る観点からみても、またレストランの閉鎖中に伴う照明
の問題の解消の観点からも、年中無休とした場合などにおける従業員の確保や
勤務体制など解決しなければならない困難な問題は多々あろうが、基本的には、
これらの施設の管理運営に当たっては、１つの法人による一体的な総合的な管
理運営が望ましいといえる。
　酒田市観光物産館「酒田夢の倶楽」施設の管理運営に関しては、公益「認定」
問題とは直接係わらないものの、この施設の管理運営方針については酒田市の
観光物産振興の方向と大きな関連がある。これらの対応如何によっては、事業
の内容も相当に変化することになることを鑑みると、「公益認定」問題にも大
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きく係る問題であるといえよう。
　また、１号館「華の館」、２号館「幸の館」およびJAが運営する「庄内米歴
史資料館」「産直館」に関しても、一体的な運営が図れるように検討する必要
がある。今後の大きな課題である。これらに関しても、現在、「公益法人設立
検討委員会」および「関係団体会議」等において、今後の協会の方向や対応に
ついて議論され検討されている段階であることから、これらの検討事項に関す
る詳細については省略する。
（12）新公益法人制度に向けた酒田観光物産協会の採る望ましい対応方法の
検討
　新公益法人制度における法人形態については、山形県公益認定等審議会にお
いて「公益認定された公益社団・財団法人」の方が、基本的に、「一般社団法人」
よりも対外的に信頼性は高まる。また、行政からの有形無形の支援が得られや
すいことは自明であろう。
　「公益社団・財団法人」におけるメリットについては、次のような事項が考
えられよう。
　①　公益事業の赤字を収益事業の黒字で補てんする一体的運営の効果や有効
性が大きい。
　②　公の施設の管理を一体的に運営する効果、有効性がある。
　③　公の施設の管理については、一般の民間企業によるよりは、公益社団法
人または公益財団法人による公共公益的事業推進の方が地域全体の経済振
興の観点より適切である。
　ただし、問題となるのは現行の事業における公益目的事業と収益事業の割合
である。もちろん、公益等認定審議会において議論、検討される内容としては、
現行の公益目的事業と収益事業の割合についてのみが問題となるわけではなく、
今後の法人運営において、どのような公益目的事業を展開していくのか、また
その内容はどのようなものかなどについて議論、検討する必要があることにつ
いては改めていうまでもない。これらの事項に関しては、現在、同協会におい
て詳細に検討されていることを考慮し、本稿では詳細な検討プロセス等につい
ては省略する。
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　したがって、今後、新規事業として公益目的事業を実施すること、あるいは
これまで実施してきた公益事業（公益目的事業）をさらに拡充強化して事業規
模を拡大することによって、法の定める公益目的事業の割合が50％以上見込め
るならば公益認定される可能性が高いといえるが、この基準のハードルを超え
ることが極めて困難な場合には一般社団の認可を受ける道を選択する方が適切
である場合もあるかもしれない。
　図４は、㈳酒田観光物産協会における「定款上の事業区分」と「会計上の仕
訳区分」の関係、また「実際の事業活動の区分」との関係について図示したも
のである。
図４　定款上の事業区分と会計上の事業区分の関係性（整合性の検討図）
　㈳酒田観光物産協会においては、決算資料を見る限りでは、これら三者の関
係について整合性が採れているとはいい難い面が見受けられる。早急に整合性
を図る検討が必要である。
　ちなみに、筆者がいくつかの特例民法法人について、「定款上の事業区分」「会
計上の仕訳区分」、また「実際の事業活動の区分」に関してみると、これらの
事業が一致していない法人が多々散見されるが、当然のことながら、「公益認
定等審議会」における審議に際しては、「定款上の事業区分」「会計上の仕訳区
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分」「実際の事業活動の区分」の三者間における整合性について審議されるこ
とになる。
　したがって、「公益認定等審議会」における公益社団法人・公益財団法人へ
の以降に対する公益認定の判断基準については厳しく審査されることから公益
認定の申請は回避しようと考えている法人においても、あるいは当該法人にお
いて実施されている事業内容から公益認定を受けることは困難であると判断さ
れて一般社団法人・一般財団法人への移行を検討している法人にあっても、「定
款上の事業区分」「会計上の仕訳区分」「実際の事業活動の区分」の三者間に
おいては、それぞれの区分の相互間において矛盾等が生ずることがないように、
各法人においては早急に対応する必要があることは改めていうまでもないこと
である。
　少なくとも本年度の決算発表時の段階においては、「公益認定」にかかわる
関連資料整理を開始して、平成22年度中には種々の観点より詳細な検討を進め
ないと、多くの法人が予定しているとされる、平成23年度～ 24年度における
申請に間に合わず、時間切れとなり、結果的に不本意な措置を受けざるを得な
い状態に陥る法人が出る可能性があることを筆者は懸念している。
　このように自治体が出捐した出捐法人においては、本稿の㈳酒田観光物産協
会における種々の観点からの検討したような観点を参考に検討することが重要
である。また、自治体が出捐した出捐法人ではない各特例民法法人（公益法人）
においても、同様の観点から検討されたい。前述した対応ごとの問題点や評価
を踏まえ、現在実施している事業の今後の発展可能性や事業拡大の可能性、ま
た事業展開の方向の観点などについて、さらに慎重にかつ詳細に検討する必要
があることを再確認、再認識されることを期待している。
　本稿をまとめるにあたっては、「コミュニティしんぶん」編集部、社団法人
酒田観光物産協会など関係機関より多くの資料を提供していただいた。記して
感謝する次第である。
